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４．「知」を創造し活用する社会の持続的な発展
（１）初等中等教育段階からの科学技術を支える人材養成

図4-1-1．国際数学・理科教育調査（国際教育到達度評価学会（IEA）実施）

○我が国の児童生徒の成績は，国際的にトップクラスであり，全体としておお
むね良好である。

○同一問題の正答率について経年比較しても低下傾向は見られない。
○しかし，数学や理科が好きであるとか，将来これらに関する職業に就きたいと

思う者の割合や，学校外の勉強時間が国際的に見て最低レベルであるなどの問
題がある。

( 1 ) 我 が 国 の 成 績
① 算 数 ・ 数 学 の 成 績

小 学 校 中 学 校
昭 和 ３ ９ 年 （ 第 １ 回 ） 実 施 し て い な い ２ 位 ／ １ ２ 国
昭 和 ５ ６ 年 （ 第 ２ 回 ） 実 施 し て い な い １ 位 ／ ２ ０ 国
平 成 ７ 年 （ 第 ３ 回 ） ３ 位 ／ ２ ６ 国 ３ 位 ／ ４ １ 国
平 成 １ １ 年 (第 ３ 回 追 調 査 ） 実 施 し て い な い ５ 位 ／ ３ ８ 国
（ 注 ） 小 学 校 に つ い て は ４ 年 生 の 成 績 。 中 学 校 に つ い て は 昭 和 ３ ９ ，

５ ６ 年 は １ 年 生 ， 平 成 ７ 年 ， １ １ 年 は ２ 年 生 の 成 績 。

② 理 科 の 成 績
小 学 校 中 学 校

昭 和 ４ ５ 年 （ 第 １ 回 ） １ 位 ／ １ ６ 国 １ 位 ／ １ ８ 国
昭 和 ５ ８ 年 （ 第 ２ 回 ） １ 位 ／ １ ９ 国 ２ 位 ／ ２ ６ 国
平 成 ７ 年 （ 第 ３ 回 ） ２ 位 ／ ２ ６ 国 ３ 位 ／ ４ １ 国
平 成 １ １ 年 (第 ３ 回 追 調 査 ） 実 施 し て い な い ４ 位 ／ ３ ８ 国
（ 注 ） 小 学 校 に つ い て は 昭 和 ４ ５ 年 及 び ５ ８ 年 は ５ 年 生 ， 平 成 ７ 年 は

４ 年 生 の 成 績 。 中 学 校 に つ い て は 各 年 と も ２ 年 生 の 成 績 。

( 2 ) 数 学 ・ 理 科 に 対 す る 意 識 （ 中 学 ２ 年 ）

① 数 学

数 学 が 好 き 数 学 の 勉 強 は 将 来 ， 数 学 を 生 活 の 中 で「 」
ま た は 「 大 好 楽 し い 使 う 仕 事 が し 大 切

き 」 た い
平 成 ７ 年 ５ ３ ％ ( 6 8 % ) ４ ６ ％ ( 6 5 % ) ２ ４ ％ ( 4 6 % ) ７ １ ％ ( 9 2 % )

平 成 １ １ 年 ４ ８ ％ ( 7 2 % ) ３ ８ ％ ( ) １ ８ ％ ( ) ６ ２ ％ ( )
前 回 と の 差 △ ５ △ ８ △ ６ △ ９

（ 注 （ ） 内 は 国 際 平 均 値）
（ ） 内 に つ い て は 国 際 平 均 値 は 発 表 さ れ て い な い

② 理 科

理 科 が 好 き 理 科 の 勉 強 は 将 来 ， 科 学 を 生 活 の 中 で「 」
ま た は 「 大 好 楽 し い 使 う 仕 事 が し 大 切

き 」 た い
平 成 ７ 年 ５ ６ ％ ( 7 3 % ) ５ ３ ％ ( 7 3 % ) ２ ０ ％ ( 4 7 % ) ４ ８ ％ ( 7 9 % )

平 成 １ １ 年 ５ ５ ％ ( 7 9 % ) ５ ０ ％ ( ) １ ９ ％ ( ) ３ ９ ％ ( )
前 回 と の 差 △ １ △ ３ △ １ △ ９

（ 注 （ ） 内 は 国 際 平 均 値）
（ ） 内 に つ い て は 国 際 平 均 値 は 発 表 さ れ て い な い

( 3 ) 学 校 外 の 学 習 （ 中 学 ２ 年 ）

１ 日 の 学 校 外 で の 勉 強 時 間 勉 強 や 宿 題 を わ ず か
で も す る 生 徒 の 割 合

平 成 ７ 年 ２ ． ３ 時 間 ( 3 . 0時 間 ) ７ ２ ％ (８ ０ ％ )
平 成 １ １ 年 １ ． ７ 時 間 ( 2 . 8時 間 ) ５ ９ ％ (８ ０ ％ )
前 回 と の 差 △ ０ ． ６ 時 間 △ １ ３

（ 注 （ ） 内 は 国 際 平 均 値）

資料：文部科学省作成
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図4-1-2．生徒の学習到達度調査（PISA）（ （OECD）実施）（2000年）経済協力開発機構

○知識や技能を、実生活の様々な場面で直面する課題に活用する力に

ついても、日本の子どもは国際的に見て上位

○「宿題や自分の勉強をする時間」が参加国中最低

○最も高いレベルの読解力を有する生徒の割合はＯＥＣＤ平均と同程度

(1)平均得点の国際比較 （ ３ １ カ 国 参 加 ）

総 合 読 解 力 １位／フィンランド

２位グループ／カナダ、ニュージーランド、オーストラリア、

アイルランド、韓国、イギリス及び日本

数学的リテラシー １位グループ／日本、韓国及びニュージーランド

科学的リテラシー １位グループ／韓国及び日本

(2)総合読解力 （ 習 熟 度 レ ベ ル 別 結 果 ）

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ レ ベ ル ４ レ ベ ル ５レベル１未満

（ 高 ）（ 低 ）

日 本 ２ ． ７ ７ ． ３ １ ８ ． ０ ３ ３ ． ３ ２ ８ ． ８ ９ ． ９

フィンランド １ ． ７ ５ ． ２ １ ４ ． ３ ２ ８ ． ７ ３ １ ． ６ １ ８ ． ５

イ ギ リ ス ３ ． ６ ９ ． ２ １ ９ ． ６ ２ ７ ． ５ ２ ４ ． ４ １ ５ ． ６

ア メ リ カ ６ ． ４ １ １ ． ５ ２ １ ． ０ ２ ７ ． ４ ２ １ ． ５ １ ２ ． ２

韓 国 ０ ． ９ ４ ． ８ １ ８ ． ６ ３ ８ ． ８ ３ １ ． １ ５ ． ７

ＯＥＣＤ平均 ６ ． ０ １ １ ． ９ ２ １ ． ７ ２ ８ ． ７ ２ ２ ． ３ ９ ． ５

（ 数 字 は ％ ）

(3)宿 題 や 自 分 の 勉 強 を す る 時 間

宿 題 や 自 分 の 勉 強 を す る 時 間

（ Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ 加 盟 国 ２ ７ カ 国 中 ）

日 本 ２ ７ 位

フ ィ ン ラ ン ド ２ ３ 位

イ ギ リ ス ３ 位

ア メ リ カ １ ７ 位

韓 国 ２ ０ 位

資料：文部科学省作成
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図4-1-3．児童生徒の学習に関する意識

「 （ ）」、資料：文部科学省国立教育政策研究所 小中学校教育課程実施状況調査 平成13年度

「高等学校教育課程実施状況調査（平成14年度 」）

出典：平成16年版科学技術白書

図4-1-4．問題ごとの設定通過率との比較（高校３年生）

※「設定通過率 ：学習指導要領に示された内容について、標準的な時間をかけ、学習指導」

要領作成時に想定された学習活動が行われた場合、個々の問題ごとに正答、準正答数の割

合の合計である通過率がどの程度になると考えられるかを示した数値。設定通過率につい

ては、問題作成委員会において、個々の問題における出題のねらいを踏まえて数値を決定

し、分析委員会においてその数値の妥当性について慎重に検討。数値については、調査結

果が明らかになる前に決定している。

「 （ ）」資料：文部科学省国立教育政策研究所 高等学校教育課程実施状況調査 平成14年度

出典：平成16年版科学技術白書
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注）　「当該教科の勉強が好きだ」に対し、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した児童生徒の割合。

（％）

区分 問題数 設定通過率を

上回ると考え

られるもの（ａ）

設定通過率と

同程度と考え

られるもの（ｂ）

小 計 

 

（ａ）＋（ｂ） 

 

設定通過率を下

回ると考えられ

るもの 

国語Ⅰ 44 26 11 37 7 

数学Ⅰ 30 1 5 6 24 

物理ⅠＢ 51 12 8 20 31 

化学ⅠＢ 53 10 11 21 32 

生物ⅠＢ 54 5 10 15 39 

地学ⅠＢ 55 6 10 16 39 

（参考）理科計 213 33 39 72 141 

英語Ⅰ 52 15 21 36 16 

（問）



図4-1-5.科 学館 ・科学系博物館における小 ・中 ・高等学校との連携状況

展示を見せる

広報資料・パンフレット等を作成し、学校に配布している

展示等の説明をする

メール等による質問等の対応

学校のカリキュラムにあわせたプログラムを企画し説明す
る

学校等に行つて児童、生徒に対し説明をしている

教師に対する研修会等を実施している

教師との情報交換を実施している

実施していない

0   10  20  30  40  50  60  70  80  90  1o0

割合(%)              |
|

出典 :文部科学省科学技術政策研究所 「科学系博物館 ・科学館における科学技術理解増

進活動について」 (2002年12月)

- 3 5 -
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（２）博士号取得者等の社会の多様な場における活躍促進

図4-2-1．米国での博士号取得者の職業別・雇用部門別の就業状況（2001年）

資料：NSF,"Characteristics of Doctoral Scinetists nad Engineers in the United

States:2001"をもとに作成

出典：文部科学省科学技術政策研究所「博士号取得者の就業構造に関する日米比較の試

み （平成15年12月）」

（単位：千人）

４年制大学；
４年制大学、ﾒ
ﾃﾞｨｶﾙｽｸｰﾙ(付
属 病 院 を 含
む)、大学付属
研究機関等

その他；短大･
工 業 専 門 学
校 、 小 中 高
校、特殊学校
等

営利；民間営
利企業、会社
形式の自営業
者

自営業；個人
企業(法人化さ
れていないも
の)

非営利；非課
税法人や博愛･
慈善事業を行
う法人(公益法
人)

574.9 245.1 18 196.9 30.4 28.4 54.6 1.4

100% 42.60% 3.10% 34.30% 5.30% 4.90% 9.50% 0.20%

427.7 200.4 11 134.8 21.6 18.1 40.6 1.2

74.40% 34.90% 1.90% 23.40% 3.70% 3.20% 7.10% 0.20%

352.3 178.5 10.8 91.6 19.6 16 34.7 1.1

61.30% 31.00% 1.90% 15.90% 3.40% 2.80% 6.00% 0.20%

34.7 8.1 0.3 23.1 0.8 0.9 1.5 　S

6.00% 1.40% 0.10% 4.00% 0.10% 0.20% 0.30% 　－

21.9 14.4 0.8 3.8 0.3 0.8 1.7 　S

3.80% 2.50% 0.10% 0.70% 　－ 0.10% 0.30% 　－

107.9 65.4 2.2 23.2 1.6 4.1 11.4 　S

18.80% 11.40% 0.40% 4.00% 0.30% 0.70% 2.00% 　－

73.8 32.2 2.5 25.9 1.1 2.6 9.6 0.1

12.80% 5.60% 0.40% 4.50% 0.20% 0.40% 1.70% 　－

47.2 34.9 1.2 3.2 1 1.8 4.2 0.9

8.20% 6.10% 0.20% 0.60% 0.20% 0.30% 0.70% 0.20%

66.9 23.5 3.8 12.4 14.8 5.9 6.4 S

11.60% 4.10% 0.70% 2.20% 2.60% 1.00% 1.10% 　－

75.4 21.9 0.3 43.2 1.9 2.1 5.9 0.1

13.10% 3.80% 　－ 7.50% 0.30% 0.40% 1.00% 　－

147.2 44.7 7 62.1 8.9 10.3 14 0.2

25.60% 7.80% 1.20% 10.80% 1.50% 1.80% 2.40% 　－

76.2 17.4 1.8 39.4 1.8 6.1 9.5 0.2

13.30% 3.00% 0.30% 6.90% 0.30% 1.10% 1.70% 　－

17.3 6.1 0.2 5.8 1.7 1.7 1.8 S

3.00% 1.10% 　－ 1.00% 0.30% 0.30% 0.30% 　－

23.3 18.4 4.4 0.3 0.1 0.2 S S

4.10% 3.20% 0.80% 　－ 　－ 　－ 　－ 　－

7 0.8 S 5.1 0.3 0.2 0.7 S

1.20% 0.10% － 0.90% 0.10% 　－ 0.10% －

6.6 0.1 S 4.9 1.5 0.1 0.1 S

1.10% 　－ － 0.80% 0.30% － － －

16.7 1.9 0.6 6.7 3.6 2 1.9 　S

2.90% 0.30% 0.10% 1.20% 0.60% 0.30% 0.30% 　－

（注）S&E（科学及び工学）分野の全博士号取得者は、656,550人

　　うち、フルタイム及びパートタイムの就業者数（ポスドクを含む）が、本表の全就業者数（574,890人）

　「博士号取得者の職業別・雇用部門別の就業状況：2001」の意味するところ　
< ﾃｸﾆｶﾙ･ﾉｰﾄや注釈等をもとに推測したもの >

（＊）NSF/“Characteristics of Doctoral Scientists and Engineers in the United States:2001”をもとに作成
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図4-2-2.日本における博士号授与数の推移

千件

1971    73    75    77    79    81     83    85    87    89    91     93    95    97    99   2001と阜B度

:1)「保健」とは、医学、歯学、薬学及び保健学である。

2)「人文社会その他Jには、教育、芸術、家政を含む。                             お

資料 :1986年度までは広島大学教育研究センター 「高等教育統計データ (198助」、1987

年度以降は文部科学省調べ

出典 :文部科学省科学技術政策研究所 「科学技術指標 (平成16年版)」

博
士
号
援
与
数
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図4-2-3．日本の博士課程の職業別就職者数の推移

資料：文部科学省「学校基本調査報告書」

※「その他教員」とは、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、盲・聾・養護学校、専修
学校及び各種学校等の教員。

※「医歯等」とは、医歯、歯科医師、獣医師、薬剤師、保健師、助産婦、看護師、医療技術者、栄養
士、臨床研修医等。

（単位：人）

※「その他」とは、美術家、写真家、デザイナー、音楽家、舞台芸術家、農林漁業作業者等。

※「科学研究者」とは、研究所・試験所・研究室などの研究施設において自然科学、人文・社会科学
の分野の基礎的又は応用的な学問上・技術上の問題を解明するため、専門的・科学的な仕事に従事
するもの。

※「技術者」とは、科学的・専門的知識と手段を生産に応用し、生産における企画、管理、監督、研究
などの科学的、技術的な仕事に従事するものが分類される。ただし、試験所・研究所などの試験・研
究施設で、自然科学に関する専門的・科学的知識を要する研究の仕事に従事するものは、「科学研
究者」に含める。

※「大学等教員」とは、大学、短期大学、高等専門学校の教員。
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図4-2-4．日本の博士課程の進路別卒業者数の推移

資料：文部科学省「学校基本調査報告書」

※「就職者」には臨床研修医を含み、進学しかつ就職した者についても、「就職者」に計上。

（単位：人）

※学校基本調査報告書によるものであり、調査時期は、各年度間の卒業者について、次年度の５月
１日現在の状況を調査したもの。

※博士後期課程（一貫性博士課程の３年次、４年次及び５年次の課程を含む。）学生及び医歯学、獣
医学関係の博士課程学生の合計人数。

※所定の年限以上在学し、所定の単位を修得した後、学位を取らずに中途退学した者（いわゆる満
期退学者）を含む。
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図4-2-5．民間企業における新卒で採用した博士課程修了の研究者等の資質

博士過程修了の研究者又はポストドクターの採用実績があると回答した企業のうち、
資質が期待を下回るとしたのについて集計。

資料：文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査報告（平成14年度 」）

図4-2-6．民間企業における学士、修士、博士の初任給の状況

資料：文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査報告（平成14年度 」）
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